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野党共闘、同日選でも可能＝志位共産委員長
　共産党の志位和夫委員長は２９日、静岡市で講演し、次期衆院選小選挙区での野党共闘について「民進党との間で突っ込んだ協議を開始している。仮に（夏の参院選と合わせた）衆参同日選となれば、一挙に連携態勢をつくり上げることが必ずできると断言しておきたい」と述べ、候補者調整に自信を示した。　
　志位氏は「（同日選という）邪道を邪道と思わないのが安倍晋三首相だ。真剣な備えが必要だ」とも語った。（時事通信2016/05/29-21:06）
衆参同日選「迎え撃つ態勢できる」　共産・志位委員長
朝日新聞デジタル2016年5月29日18時22分
■志位和夫・共産党委員長
　民進党とは突っ込んだ（衆院での選挙協力の）協議を始めている。だから衆参同日選となれば、一挙にまとめていきたい。迎え撃つ態勢ができると思っている。衆参まとめて、自公と補完勢力を少数に追い込むとの積極果敢な姿勢でがんばり抜きたい。
　何で消費税を先送りするのか。国内での自分の失敗を認めたくない。そのあまり、安倍首相は世界経済にその責任を転嫁した。これは非常に厚顔無恥な、無責任な態度だ。世界から色んな批判が出てくるのは当然だ。安倍首相は「日本の経済はアベノミクスでうまくいっている。悪いのは世界だ」と言っているが、逆だ。全くの白を黒、黒を白と言ってごまかして、何とかこれを切り抜けようという。そのために世界のサミットという場を利用する。これは恥ずべきことだ。（静岡市内で記者団に）
共産・志位氏「アベノミクス破綻を示すもの」
NHK5月29日 18時12分
共産党の志位委員長は静岡市で記者団に対し、安倍総理大臣が、来年４月の消費税率の引き上げを再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「アベノミクスが破綻したことを示すものだ」と述べ、安倍総理大臣は退陣すべきだという考えを示しました。
この中で、共産党の志位委員長は、安倍総理大臣が、来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「アベノミクスと、消費税大増税路線が破綻したということを示すものだ」と述べました。
　そのうえで、志位氏は「安倍総理大臣は、みずからの失政の責任を世界経済に転嫁し、あまりにも無責任で厚顔無恥な態度だ。日本経済をかじ取りする資格はない」と述べ、安倍総理大臣は、アベノミクスの失敗を認め退陣すべきだという考えを示しました。
　また、志位氏は、安倍内閣に対する不信任決議案について、「あす野党４党の党首会談が予定されているので、安倍政権打倒を目指すという立場で、よく話し合ってどういう方策がいちばんよいのか、歩調を合わせていけるようにしたい」と述べました。
不信任案提出へ最終調整＝３０日に党首会談－４野党
　民進、共産、社民、生活の野党４党は３０日、党首会談を国会内で開き、安倍内閣に対する不信任決議案提出について詰めの協議を行う。夏の参院選をにらんで「経済失政」批判を展開し、政権への対決姿勢を強めたい考えで、衆院への提出は３１日を軸に調整を進める。
　民進党の岡田克也代表は２９日、三重県いなべ市で記者団に、不信任案を４野党で共同提出したいとの意向を重ねて表明。安倍晋三首相が消費税増税を２年半再延期する方針を示したことに関しては「国民は景気回復を実感していない。アベノミクスは行き詰まっている」と批判し、「総辞職すべきだ」と訴えた。衆参両院の予算委員会や党首討論で説明を求める考えも示した。
　共産党の志位和夫委員長も静岡市で記者団に、不信任案に関し「安倍政権打倒を目指す立場で歩調を合わせていけるようにしたい」と強調。また、「増税路線は破綻した。失政の責任を世界経済に転嫁するのは厚顔無恥な態度だ」と非難するとともに、「あらゆる問題で安倍政権は日本の政治をかじ取りする資格はない」と退陣を要求した。
　不信任案提出をめぐり、社民党は「首相が衆院解散に打って出る理由を与える」として消極論を唱えてきた。ただ、同党幹部は取材に「最終的に提出の方針が決まれば同調する」と述べ、４野党の結束を重視していく姿勢を示した。（時事通信2016/05/29-20:19）
不信任案31日提出へ最終協議　野党4党首、30日午後会談
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街頭演説する民進党の枝野幹事長（右）と共産党の山下副委員長＝29日午後、鳥取県米子市
　民進、共産、社民、生活の野党4党は30日午後、党首会談を国会で開き、内閣不信任決議案の扱いについて最終協議する。31日に衆院へ共同提出し、内閣総辞職を求める方針だ。民進党幹部らは29日、安倍晋三首相が来年4月予定の消費税増税の延期意向を固めたのは「アベノミクス」が失敗したためだとし、参院選へ向け対決色を強めた。

　民進党の岡田克也代表は三重県で街頭演説し、首相が前回、衆院を解散した2014年当時と比べ「経済はむしろ悪化している。首相の責任は大きい」と追及した。

　枝野幸男幹事長と共産党の山下芳生副委員長は、松江市などでそろって街頭演説した。

首相、増税再延期へ与党調整　野党、不信任案提出へ
朝日新聞デジタル2016年5月30日01時18分
　安倍晋三首相は、来年４月に予定する消費税率１０％への引き上げを２０１９年１０月まで再延期する方針を固め、週明けから与党幹部との調整を本格化させる。しかし麻生太郎財務相が反対しており、決着に時間がかかる可能性もある。野党各党は首相の増税先送りを「アベノミクスの失敗」と批判し、内閣不信任案を提出する方針。６月１日の国会会期末に向け、与野党の攻防が激化しそうだ。
　首相は２８日夜、麻生氏や自民党の谷垣禎一幹事長と会談し、増税を再延期する方針を伝えた。これに対し麻生氏はその場で、予定通りの増税実施を求めて反対し、「延期なら衆院解散をすべきだ」と主張。谷垣氏も慎重論を唱えた。
　麻生氏は２９日も富山市での講演で、１５年秋の増税予定を１７年春に延ばして衆院解散をした経緯を踏まえて「また延ばすなら（衆院選で）信を問わないと筋が通らない。（野党から）アベノミクスが失敗したから延ばすと言われたら、参院選候補者は厳しい」と、参院選に合わせた衆参同日選を主張。谷垣氏も同市で講演し「非常に重い決断だ。進むも地獄、退くも地獄」と慎重な対応を求めた。
内閣不信任案 　野党、３１日に提出へ
毎日新聞2016年5月30日　02時30分（最終更新　5月30日　02時30分）
　民進、共産、社民、生活の野党４党は、安倍内閣に対する不信任決議案を３１日に衆院に提出する方針を固めた。安倍晋三首相の消費増税再延期方針に対し、「アベノミクスの失敗だ」として内閣総辞職を求める。３０日に国会内で４党の党首会談を開き、確認する。 
　提出に慎重だった社民党も同調する見込みだ。民進党の福山哲郎幹事長代理は２９日、ＮＨＫ番組で首相の増税延期方針について「アベノミクスは失敗したから、消費税を上げられない」と批判した。そのうえで「不信任に十分値する」との考えを示した。 
　共産党の小池晃書記局長も同番組で「日本経済を壊した責任を認めず、世界経済が悪いから消費増税先送りだと言っている。政権を任せるわけにはいかない」と総辞職を求めた。社民党の又市征治幹事長は「増税ができる環境を作れなかったのは、アベノミクスが失敗したということだ」と語った。【松本晃】 
「消費増税再延期なら内閣総辞職を」　野党、相次ぎ批判 
日経新聞2016/5/29 20:36
　野党は29日、安倍晋三首相が消費増税を２年半先送りする意向を示したことに一斉に反発した。民進党の岡田克也代表は三重県いなべ市内で記者団に「任期の間は上げないという宣言に等しい。無責任で内閣総辞職すべきだ」と語った。福山哲郎幹事長代理はＮＨＫ番組で、予算委員会や党首討論を開いて国民に説明すべきだと指摘した。
　共産党の志位和夫委員長は静岡市内で「アベノミクスが破綻した責任を世界経済に転嫁するのは厚顔無恥だ」と退陣を要求。社民党の又市征治幹事長も「増税の約束を果たせなかった。内閣総辞職が筋だ」と語った。
　民進、共産、社民、生活の４党は30日に党首会談を開き、内閣不信任決議案の提出に向けた詰めの協議をする。民進党は31日の共同提出を呼びかける。
産経新聞2016.5.29 19:48更新 
【消費税増税再延期】野党、解散ではなく総辞職求める　岡田氏「無責任、総辞職すべき」　志位氏「アベノミクス破綻、退陣を」
　民進党など野党４党は３０日に党首会談を行い、３１日を想定している安倍晋三内閣の不信任決議案提出に向けて協議する予定だ。野党幹部は２９日、消費税増税再延期を「アベノミクスの失敗だ」と批判し、そろって内閣総辞職を求めた。
　民進党の岡田克也代表は２９日、消費税増税を２年半先送りした場合の平成３１年１０月が、安倍首相の自民党総裁としての任期（３０年９月）後だとして、「安倍首相の間は現実には（消費税を）上げないという宣言に等しい。それはやや無責任ではないか。総辞職すべきだ」と訴えた。三重県いなべ市で記者団に語った。
　共産党の志位和夫委員長も静岡市内で記者団に「アベノミクスが破綻し、消費税大増税路線が破綻した。退陣を強く求めたい」と主張し、岡田氏に同調した。
　２９日のＮＨＫ番組に出演した各野党の幹部も批判を強めた。民進党の福山哲郎幹事長代理は「責任をとって首相が説明し、総辞職するのが筋だ」と批判し、増税再延期について「不信任に十分に当たる」と述べた。共産党の小池晃書記局長も「不信任の理由は山ほどある。安倍政権を倒すことが国民に野党が示している対案だ」と訴えた。
　社民党の又市征治幹事長も「アベノミクスが失敗したことを認めて国民におわびをすべきだ」と求めた。社民党は衆院解散の呼び水になりかねないとして、不信任案への最終的な態度を決めていない。又市氏は「解散は冗談じゃない。国民に約束したことができなかったのだから、総辞職が筋だ」とも述べた。
　安倍政権と近いおおさか維新の会の馬場伸幸幹事長は、再増税延期に関する国会での説明が不十分な場合は「信任は考えにくい」と語り、不信任案を提出する他の野党に同調する可能性を示唆した。
民進・岡田氏 消費増税再延期「無責任ではないか」
NHK5月29日 18時47分
民進党の岡田代表は三重県いなべ市で記者団に対し、安倍総理大臣が、来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「やや無責任ではないか」と述べ、安倍総理大臣は退陣すべきだという考えを示しました。
この中で、民進党の岡田代表は、安倍総理大臣が来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「安倍総理大臣は国会で予算委員会を開いて、きちんと議論し国民に説明する責任がある」と述べました。
　そのうえで、岡田氏は「２年半延期すると、自民党総裁としての任期が切れてしまうので、安倍総理大臣の間は現実には上げないという宣言にひとしく、それはやや無責任ではないか。総辞職すべきだ」と述べ、安倍総理大臣は退陣すべきだという考えを示しました。
　また、岡田氏は、安倍内閣に対する不信任決議案について、「不信任決議案は、内閣は総退陣すべきだというもので、衆議院を解散し総選挙にすべきだと言っているわけではない。ただ安倍総理大臣が、解散したければ、われわれは受けて立つ」と述べました。
内閣支持率上昇55％、世論調査　米大統領広島訪問98％が好評価
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　安倍内閣支持率の推移　共同通信社が28、29両日に実施した全国電話世論調査によると、安倍内閣の支持率は55・3％で、4月の前回調査48・3％から7ポイント上昇した。オバマ米大統領の広島訪問について「よかった」との回答が98・0％に上った。

　来年4月の消費税率10％への引き上げ再延期に賛成は70・9％、反対24・7％。安倍首相の下での憲法改正に反対が54・9％、賛成は35・0％だった。

　元米海兵隊員の軍属が逮捕された沖縄の女性遺棄事件に関連し、日米地位協定を「改定するべきだ」との回答が71・0％を占めた。「改定する必要はない」は17・9％にとどまった。

産経新聞2016.5.30 00:01更新 
内閣支持率５５％に上昇　米大統領広島訪問９８％評価　共同通信世論調査
　共同通信社が２８、２９両日に実施した全国電話世論調査によると、安倍内閣の支持率は５５・３％で、４月の前回調査４８・３％から７・０ポイント上昇した。不支持率は３３・０％だった。オバマ米大統領の広島訪問について「よかった」との回答は９８・０％に達した。オバマ氏が広島訪問で「謝罪するべきだった」は１８・３％。「謝罪する必要はなかった」が７４・７％を占めた。
　来年４月の消費税率１０％への引き上げ再延期に賛成は７０・９％で、反対の２４・７％を大きく上回った。政権の経済政策「アベノミクス」で景気が「よくなるとは思わない」が６４・１％に上った。
　三重県で２６、２７両日に開かれた主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を「評価する」「どちらかといえば評価する」が計７８・４％となった。
　夏の参院選比例代表の投票先では、自民党が前回から７・２ポイント増の４０・３％、民進党は１・６ポイント減の１０・６％。公明党４・０％、おおさか維新３・８％、共産党３・２％と続いた。
本社世論調査 　増税延期「賛成」６６％
毎日新聞2016年5月29日　20時54分（最終更新　5月30日　00時19分）
内閣支持５ポイント増４９％ 
　毎日新聞は２８、２９両日、全国世論調査を実施した。安倍晋三首相が、来年４月に予定されていた消費税率１０％への引き上げの延期を検討していることについて、延期に「賛成」との回答は６６％で、「反対」の２５％を大きく上回った。安倍内閣の支持率は４月の前回調査から５ポイント増の４９％、不支持率は同５ポイント減の３３％だった。 
　４月の前回調査では、税率１０％への引き上げに「反対」（５９％）が「賛成」（３１％）を上回っており、これが首相の増税延期検討への評価につながっている。延期に賛成する層の内閣支持率は５２％で、全体の数値よりやや高い。 
　内閣支持層では延期に「賛成」が７１％に上り、「反対」は２１％。一方、不支持層では「賛成」６０％、「反対」３２％で、賛否の差がやや縮まった。野党支持層でも延期「賛成」が「反対」を上回った。民進党や共産党は、首相が財政政策で責任を果たしていないとして退陣を求めているが、支持層にどう訴えるかに苦慮しそうだ。 
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安倍内閣の支持・不支持率の推移
　２６、２７両日に開催された主要７カ国（Ｇ７）首脳会議（伊勢志摩サミット）で首相が議長としてリーダーシップを「発揮したと思う」は５２％、「発揮したとは思わない」は３４％だった。「発揮したと思う」と答えた層の内閣支持率は６９％に上った。「発揮したとは思わない」層では不支持率が５９％だった。 
　サミットに合わせてオバマ米大統領が現職の米大統領として初めて広島を訪問し、原爆慰霊碑に献花した。オバマ大統領の広島訪問を「良かったと思う」は９０％に上った。「良かったとは思わない」は２％。「良かった」はすべての年代で９割前後を占めた。 
　政党支持率は、前回調査とほぼ変わらず、自民３３％▽民進７％▽公明５％▽共産５％▽おおさか維新２％−−など。「支持政党はない」と答えた無党派は３３％だった。【今村茜】 
本社世論調査 　参院選「行く」８８％
毎日新聞2016年5月29日　20時54分（最終更新　5月29日　23時14分）
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最も重視する参院選の争点
重視する争点　「年金・医療」２５％ 
　２８、２９両日の毎日新聞の全国世論調査によると、夏の参院選で投票に「必ず行く」という回答は６０％、「たぶん行く」は２８％で、計８８％だった。前回参院選前の２０１３年７月調査では「必ず行く」（６７％）と「たぶん行く」（２５％）を合わせて９２％。今のところ大きな変化はみられない。前回参院選の投票率（選挙区）は５２．６１％で戦後３番目に低かった。今回、「たぶん行かない」は５％、「行かない」は２％だった。 
　参院選で最も重視する争点は、「年金・医療」２５％▽「アベノミクス」１２％▽「憲法改正」１１％▽「子育て支援」１０％▽「消費増税」９％▽「安全保障関連法」８％▽「震災からの復興」８％−−などの順になった。憲法改正は内閣支持層では６％だったのに対し、不支持層では２２％を占めた。 
　国会が憲法改正案を発議するには衆参各院で３分の２以上の賛成が必要だ。参院選で、改憲に賛成する勢力が参院の３分の２以上の議席を占めることを「期待しない」は４８％で、「期待する」の４０％を上回った。「期待しない」は４月に行った前回調査より１ポイント増、「期待する」は同６ポイント増だった。 
　参院選にいま投票するとした場合の比例代表の投票先は、自民３６％▽民進１２％▽共産８％▽公明７％−−など。自民党優位の傾向が続いている。 
高校生校外デモ、届け出必要５割 
　今回の参院選から１８歳と１９歳にも選挙権が認められる見通しだ。これに関連し、高校生が学校の外でデモや集会に参加する際、学校への届け出が「必要だと思う」は５０％、「必要とは思わない」は３９％だった。男性は「必要」（４５％）と「必要とは思わない」（４７％）が拮抗（きっこう）したが、女性は「必要」（５５％）が「必要とは思わない」（３２％）を２３ポイント上回った。 
本社世論調査 　「舛添氏辞任を」７７％
毎日新聞2016年5月29日　20時54分（最終更新　5月29日　23時04分）
　今回の全国世論調査で、東京都の舛添要一知事の政治資金問題について尋ねたところ、舛添氏が「辞任すべきだ」が７７％に上り、「辞任する必要はない」は１３％だった。都知事選では自民、公明両党が舛添氏を支援したが、「辞任すべきだ」は自民支持層で８１％、公明支持層でも６割を超えた。東京都内では８１％が「辞任すべきだ」と答えた。 
　沖縄県で発生した元米兵による女性死体遺棄容疑事件を受け、沖縄の米軍基地についてどう考えるかも聞いた。基地は「あった方がいいが減らすべきだ」が５９％で最も多く、基地を「なくすべきだ」が２０％で続いた。「維持または強化すべきだ」は９％だった。【今村茜】 
調査の方法 
　５月２８、２９日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１８８７世帯から、１０３３人の回答を得た。回答率は５５％。 
政府・与党、増税延期へ調整加速＝自公党首３０日にも会談－麻生氏は衆院解散求める
　政府・与党は２９日、２０１７年４月に予定する消費税増税を１９年１０月まで２年半延期する安倍晋三首相の方針について調整を加速させた。首相は同日、石原伸晃経済財政担当相と首相公邸で協議。延期に慎重姿勢を示してきた公明党の山口那津男代表と３０日にも党首会談を行い理解を求める。合意を得られ次第、増税延期を正式に表明したい考えだ。
　一方、増税延期に難色を示してきた麻生太郎副総理兼財務相は、延期をめぐり衆院解散で国民の信を問うよう主張。首相は現時点での衆院解散に否定的で、麻生氏の説得に努める考えだ。
　首相は２８日、麻生氏や谷垣禎一自民党幹事長と会談し、２年半の増税延期方針を伝達。主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で世界経済が下降リスクに直面しているとの認識を共有したことや、デフレ脱却へ政策を総動員する必要があることを理由としている。
　首相は２９日の石原氏との協議で、サミットの結果を説明。３１日の閣議決定を目指す経済財政運営の基本指針「骨太の方針」について、増税延期に伴い、来年４月の増税を前提にした部分の修正に向けて意見交換したとみられる。
　首相は山口氏との会談で、増税延期の必要性を直接説明し、合意形成を目指す。山口氏は２９日、神戸市での会合で「お話があればよく相談したい」と述べた。公明党内には「国民に分かりやすい説明ができるなら、すとんと落ちる」（幹部）と、延期を容認する声が出ている。（時事通信2016/05/29-23:15）
首相、参院選単独の意向　麻生氏の解散要求応じず

共同通信2016/5/30 02:06

　安倍晋三首相　自民党の会合で、来年4月予定の消費税増税を再延期する場合は衆院解散・総選挙が必要だとの認識を示した麻生副総理兼財務相＝29日午後、富山市　安倍晋三首相は29日、消費税率10％への引き上げを来年4月から2年半再延期する方針に伴い、麻生太郎副総理兼財務相らが求めていた夏の参院選に合わせた衆参同日選に応じない意向を固めた。2年半の延期幅も堅持する。関係者が明らかにした。首相は連立を組む公明党の山口那津男代表と30日にも協議する考えだ。従来、同日選見送りを想定していた首相や菅義偉官房長官が麻生氏らの要求を押し切る形となり、政権運営が波乱含みとなる可能性もある。

　首相は周辺に「参院選単独でも、丁寧に説明すれば理解は得られる」と理由を述べた。

消費増税「延ばすなら選挙で信を問わないと」麻生財務相
朝日新聞デジタル2016年5月29日17時48分
■麻生太郎財務相
　今の状況で、我々としてはもう１回消費税（の引き上げ）を延ばす、延ばさないという話をするのであれば、みんな我々は１年半後に上げますということをはっきり申し上げて、選挙に当選したんですから、延ばすというのであれば、もう１回選挙をして信を問わないと筋が通らんということになるんじゃありませんか、というのが私やら、谷垣（禎一幹事長）さんの言い分です。
　間違いなく指標がよくなっていますから。よいにもかかわらず、（消費増税を）延ばすというなら、信を問わなければならない。アベノミクスが成功したのか、失敗したから延ばすのではないかといわれれば、選挙をやる上では参院選の候補者としてはなかなか厳しい。そこらのところはみんなでカバーし合わないといけない。はっきりそういったものを問うて、解散で信を問うということを言わざるを得んだろうと思っています。（富山市の講演で）
麻生氏 消費増税再延期なら解散・総選挙を
NHK5月29日 18時05分
麻生副総理兼財務大臣は、富山市で開かれた会合で、来年４月の消費税率の引き上げについて、仮に引き上げを再延期する場合には、衆議院の解散・総選挙を行う必要があるのではないかという考えを示しました。
来年４月の消費税率の引き上げを巡り、安倍総理大臣は２８日夜、麻生副総理兼財務大臣や自民党の谷垣幹事長らに、２０１９年（平成３１年）１０月に２年半再延期する考えを伝えました。
　麻生副総理と谷垣氏は２９日に富山市で開かれた会合に出席し、最初に麻生副総理が「きのうのきょうで、絶妙なタイミングだ。われわれは、おととしの選挙で『消費税率を１年半後に必ず上げる』とはっきり言って当選しており、延ばすならもう１回解散して信を問わなければ、筋が通らないのではないかというのが、私や谷垣氏の考えだ」と述べ、仮に引き上げを再延期する場合には、衆議院の解散・総選挙を行う必要があるのではないかという考えを示しました。
　また、谷垣氏は「消費税をどうするかは、進むにせよ退くにせよ、非常に重い決断で、どちらも相当な覚悟がなければやりきれることではない。参議院選挙を前に、党が一丸となって選挙戦に臨めるようにすることが、党の責任者として私がやらなければならないことだ」と述べました。
首相 消費増税再延期の考え 政府与党内の意見集約図る
NHK5月29日 4時33分
来年４月の消費税率の引き上げについて、安倍総理大臣は、２８日夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長らに、２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。これに対し、麻生副総理らは慎重な姿勢を示したことから、安倍総理大臣は、政府与党内の意見集約を図るため引き続き調整を続けることにしています。
安倍総理大臣は、昨夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長、それに菅官房長官と会談し、Ｇ７伊勢志摩サミットで、世界経済が、通常の景気循環を超えて危機に陥る大きなリスクに直面しているという認識を共有したことなどを説明しました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、Ｇ７の合意に従い、日本としてもあらゆる政策を総動員して世界経済の成長に貢献する必要があるなどとして、来年４月の消費税率の１０％への引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。
　これに対し、麻生副総理、自民党の谷垣幹事長は、社会保障の充実や財政再建にも影響が出ることが懸念されるなどとして、慎重な姿勢を示したうえで、仮に再延期する場合は、衆議院の解散・総選挙を行う必要があるのではないかという考えを示しました。
　一方、菅官房長官は解散・総選挙には反対する考えを示しました。
　安倍総理大臣としては、夏の参議院選挙の前に最終的な対応を決めたい考えで、今の国会の会期が来月１日までであることも踏まえて、政府与党内の意見集約を図るため、引き続き調整を続けることにしています。
　安倍総理大臣が、再延期する考えを伝えたことについて、与党内からは、「今の経済状況では、受け入れざるをえない」などと理解を示す意見が出ています。
　一方で、「財政再建に取り組む決意を打ち出さなければ、国際的な信認が得られない」という指摘や、「参議院選挙で、安倍総理大臣のこれまでの発言との整合性を追及される」といった懸念も出ています。
　これに対し、民進党や共産党などは、「安倍総理大臣は、消費増税を再延期する口実に、サミットの議論を利用しているだけであり、アベノミクスの破綻を認めるべきだ」などと強く批判していて、安倍総理大臣の退陣を迫る方針です。
　民進党は、３０日、共産党、社民党、生活の党と党首会談を開いて、安倍内閣に対する不信任決議案の提出に向けて、詰めの調整を行うことにしています。
増税再延期に不協和音　麻生氏反論「約束しましたよね」
朝日新聞デジタル2016年5月30日03時00分

安倍晋三首相の増税延期論と疑問点
　安倍晋三首相が消費増税を２年半再延期する方針を示したことで、政府・与党内に不協和音が生じている。麻生太郎財務相は再延期には衆院解散・総選挙が必要だと主張して反対しており、自民党内では将来のリスクを盾に増税を先送る首相の説明に批判の声も上がる。野党は「アベノミクスは失敗」と攻勢を強め、内閣不信任決議案を国会提出する方向だ。
　２８日夜、首相公邸。安倍首相が増税先送りの政府・与党内調整を始めるにあたり、最初に呼び込んだのが麻生氏だった。
　「世界経済が危機に陥るリスク」を理由に、来年４月に予定されている消費税率１０％への引き上げを２０１９年１０月まで再延期する方針を伝えた首相に、麻生氏は真っ向から反論した。「衆院を解散すべきだ。前回延期を決めたとき、１７年４月に引き上げると約束しましたよね」
消費増税 　「延期なら同日選を」麻生副総理、異例の言及
毎日新聞2016年5月29日　23時31分（最終更新　5月29日　23時49分）
　麻生太郎副総理兼財務相は２９日、富山市内であった自民党富山県連の集会で講演し、消費増税の再延期に関し「１年半後に必ず増税するとはっきり言って我々は選挙で当選した。（再び）延ばすというのであれば、もう一回選挙をして信を問わねば筋が通らないというのが私や谷垣氏（禎一・自民党幹事長）の言い分だ」と述べ、再延期する場合には衆院解散が必要との考えを示した。 
　副総理が解散について、具体的に言及するのは極めて異例。麻生氏は「かすんでいた日本だが主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を見ても間違いなく輝きを取り戻している。オバマ米大統領の広島訪問を見ても、日米関係はたぶん戦後最高だ」と安倍内閣の成果を強調し、夏の参院選と共に衆院選を行う衆参同日選に向けた環境が整っているとの考えをにじませた。 
　安倍晋三首相は２８日夜、首相公邸で、麻生、谷垣両氏、菅義偉官房長官と会談。伊勢志摩サミットで、「（世界経済の）リスクに立ち向かうためあらゆる政策を総動員する」ことで各国が一致したことを説明したうえで、来年４月の消費税率１０％への引き上げを、２０１９年１０月に２年半、再延期することを提案した。これに対し、麻生、谷垣両氏は「財政規律を維持する必要もあり、社会保障財源も必要だ」などと増税延期に難色を示した。さらに、麻生氏らは首相に対して、増税延期の場合は、衆院を解散すべきだと主張した。 
　一方で、菅氏は、公明党が衆参同日選に反対していることや、衆院の自民党の議席を減らす可能性があるとして、衆院解散には慎重な考えを示した。 
　首相は１４年１１月に消費増税の延期を決断し、同時に衆院を解散した。首相は来年４月に消費税を「必ず上げる」と明言していたことから、衆院選を抜きに国民の理解を得ることはできないというのが麻生氏の考えだ。 
　富山市の集会には谷垣氏も出席し、「麻生氏が、谷垣は同じ意見だとあったので麻生氏の言葉を引用する」と歩調を合わせ、「消費税をどうしていくのか。進むにしても退くにしてもとても重い決断だ。相当な覚悟でやっていかなければ、やり切れることではない」と語った。自民党内には、谷垣氏は財政健全化を重視し増税延期には反対しているものの、衆院解散に関しては「麻生氏ほど前向きではない」（幹部）との受け止めもある。 
　首相は２９日、首相公邸で石原伸晃経済再生担当相と約１時間会談し、増税延期やそれに伴う経済政策の変更などについて意見を交わした。早ければ３０日にも、予定通りの消費増税を求めてきた公明党の山口那津男代表とも会談する。 
　山口氏は２９日、徳島市内で記者団に「まず政府内でどうなっていくのか見守っていきたい」と語った。与党内の調整は難航が予想されるうえ、野党は「総辞職すべきだ」（岡田克也民進党代表）などと批判を強めている。６月１日の今国会会期末を前に、情勢は緊迫してきた。【古本陽荘、古川宗】 
産経新聞2016.5.30 01:20更新 
【消費税増税再延期】選挙の時期と景気回復を熟慮し「２年半延期」を判断
　安倍晋三首相が来年４月の消費税率１０％への引き上げの再延期期間を平成３１年１０月までの「２年半」と判断したのは、消費税増税が及ぼす選挙と景気への影響を熟考した上でのことだ。
　政府は当初、再延期幅について「１年半」または「２年」で検討していた。ただ、２年では、１０％への増税が３１年４月の統一地方選と重なり、同年夏の参院選も迫っている。政権に逆風になることは避けたいとの政治的思惑も浮かび上がる。
　さらに、安倍首相の自民党総裁任期は３０年９月末に満了となる。２年半の再延期ならば、任期中は増税判断に縛られず与党に有利なタイミングで衆院解散に踏み切ることができる。任期延長も視野に長期政権を見据える首相にとって、解散をちらつかせながら求心力を維持できるメリットは大きい。
　政府は増税を再延期しても、財政の健全性を示す基礎的財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）の３２年度黒字化目標は維持する方針だ。もともと消費税増税だけでは達成できず、３２年度までに政策経費を削ったり、国有財産や政府保有株の売却して歳入を大幅に増やしたりする必要がある。
　それよりも景気の足かせとなる消費税増税を再延期し、政策を総動員してデフレ脱却を急ぐ方が税収全体が伸び、財政再建の近道だとの考えが首相には強い。しかも、２年半の再延期なら、２０２０年東京五輪・パラリンピック開催に伴う経済効果と重なり、増税の悪影響を相殺することも見込める。
　政府の国際金融経済分析会合で、世界的な経済学者から日本の財政に対する信認を得たことも再延期に傾く要因となった。
　一方、参院選を前に民進党など野党は増税反対で足並みをそろえている。政権内では「消費税が争点になれば主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）やオバマ米大統領の広島訪問の外交成果がかすんでしまう」（政府関係者）との危機感があった。
　それだけに、参院選の前に再延期を打ち出し、争点化を回避するためには、麻生太郎副総理兼財務相ら財政規律を重んじる政権幹部への説得をサミット閉幕後ただちに着手する必要があった。
　政府・与党内には再延期の期間を明示することへの異論も根強い。今後、本格化する最終調整での安倍首相の手腕が問われそうだ。
（小川真由美）
産経新聞2016.5.30 01:09更新 
【消費税増税再延期】　麻生太郎副総裁「信を問わなければ筋が通らぬ」　自民・谷垣禎一幹事長も同調し安倍首相との温度差が顕在化
　安倍晋三首相は来年４月に予定した消費税再増税を再び２年半延期する方針を固めたが、夏の参院選に合わせて衆院選を行う「衆参同日選」の是非も含め、政府・自民党内の意見対立が際立っている。麻生太郎副総理兼財務相は再延期なら衆院解散が必要だと主張し、自民党の谷垣禎一幹事長も追随した。首相は同日選を避ける考えで、菅義偉官房長官も同調する。意思統一できるかは未知数だ。
　「経済は確実に良くなっている。少なくとも『衆院を解散して信を問わざるをえない』と申し上げたときより、はるかに状況はよくなっている」
　麻生氏は２９日、富山市で開いた党富山県連の会合でこう強調した。安倍首相が平成２６年１１月の記者会見で、消費税率１０％への引き上げを１年半延期することを表明し、衆院解散に踏み切った経緯を引き合いに、予定通りの再増税を強く求めた。
　同席した谷垣氏は、「先送りするなら同日選とセットだ」とする麻生氏に賛意を示した上で、「進むにせよ退くにせよ、非常に重い決断で、どちらも相当な覚悟がなければやり切れることではない」と述べ、党総裁の安倍首相との意思統一に力を尽くす考えを示した。
　関係者によると、安倍首相と麻生、谷垣、菅各氏の２８日夜の４者会談で、麻生氏は「再増税を先送りしたまま参院選に突入したら、説明できなくなる」と指摘した。谷垣氏は「安定した安倍政権のうちに消費税を上げなければ、もう増税できなくなる」と述べ、首相の「増税再延期・衆院解散なし」路線に強い異論を唱えた。
　一方、遅れて参加した菅氏は、同日選について「（連立を組む）公明党が持たない」と主張。公明党の支持母体の創価学会が、同日選を避けたがる傾向があることを踏まえ、「再延期・解散なし」を主張した。
　安倍首相は周囲に「熊本地震の影響が残っており、同日選は行えない」と漏らしている。一方、麻生、谷垣両氏は２９日、富山市内で昼食をとりながら意見交換し、安倍首相に翻意を促す方針で一致した。
　野党は３１日、衆院解散の大義となる内閣不信任決議案を提出する方針だ。そもそも公明党への説得もこれからだ。６月１日の国会会期末まで、残された時間は少ない。官邸と与党の溝が広がれば、国会は最終盤で大きく混乱しかねない。
産経新聞2016.5.29 19:52更新 
【消費税増税再延期】　はしご外された格好の公明党だが…実際は延期容認論広がる
　消費税増税の是非をめぐり、公明党は苦渋の決断を迫られている。増税が再延期されれば、社会保障の充実のために増税容認路線をとってきた党方針の見直しを余儀なくされるからだ。山口那津男代表は３０日にも安倍晋三首相と会談する予定だが、幹部らの思いとは裏腹に党内は容認論に傾き始めている。
　「政府・与党で決めた（来年４月に増税との）前提がある。まずは政府内でどうなっていくのか見守りたい」。山口氏は２９日、徳島市内の党会合後、首相の増税再延期方針について記者団にこう強調した。
　山口氏は５日前の２４日に、首相から予定通りの増税方針を伝えられたばかりだっただけに、この日は「何も聞いていない」と述べ、怒りをにじませた。
　増税が再延期された場合、公明党が重視する社会保障充実策の安定財源が課題になる。井上義久幹事長は「国民の安心という観点から実行すべきだ」と訴えるものの、財源を確保できなければ「福祉の党」の看板に傷がつきかねない。
　首相にはしごを外された感もあるが、党内の本音は参院選を控え、「増税推進」のイメージ浸透を避けたいとの思いもあった。山口氏ら党幹部も、首相が２６日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）の討議で世界経済の現状を「リーマン・ショックの前の状況と似ている」と指摘してから、増税の是非について慎重な言い回しに努めていた。
　支持母体の創価学会でも「増税反対」の声は広がり、党幹部は「合理的な再延期の理由があれば、検討の余地はある」と話す。
　消費税率を８％に上げた２６年４月以降、消費が伸び悩んでいる現状も再延期容認論を後押しする。ベテラン議員は「社会保障のために経済を殺しては、本末転倒だ」と首相に同調した。
公明・山口氏 消費増税再延期 調整見守る
NHK5月29日 18時23分
公明党の山口代表は徳島市内で記者団に対し、安倍総理大臣が、来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、まずは、政府内の調整を見守る考えを示しました。
この中で、山口代表は、安倍総理大臣が、来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「私自身もそうだが、党のどの幹部からも、そうした連絡があったとは聞いていない」と述べました。
　そして、山口氏は「安倍総理大臣の側が、どういうふうにお考えになっているのか承知していないので、まず、政府内でどうなるのか見守っていきたい。どういう対応をするのか、お話があれば承りたい」と述べ、まずは、政府内の調整を見守る考えを示しました。
　一方、山口氏は、衆参同日選挙が行われる可能性について、「この間の党首会談で、安倍総理大臣は『解散のかの字もない』と言っていた。今は、それをそのまま受け止めている」と述べ、行われないという認識を示しました。
産経新聞2016.5.29 19:49更新 
【消費税増税再延期】自民党でも賛否　「臨機応変、政治家として当然」⇔「国民に説明できるのか」
　安倍晋三首相が、来年４月に予定されていた消費税率１０％への引き上げを２年半再延期する方針を麻生太郎副総理兼財務相ら政権幹部に伝えたことに対し、自民党内では理解と反発が交錯した。
　「消費税は経済政策でいえば、ブレーキ的な要素になる可能性がある。まずは経済対策に専念し、消費税（増税）を先送りせざるを得ない」
　自民党の下村博文総裁特別補佐は２９日のフジテレビ番組「新報道２００１」で、首相の増税再延期方針に理解を示した。棚橋泰文幹事長代理も同日のＮＨＫ番組で「消費税率を上げても税収が伸びないような状況であれば、臨機応変に対応するのは政治家として当然だ」と指摘した。
　２年半の再延期で、消費税率の引き上げは平成３１年１０月となる。３２年度に基礎的財政収支（プライマリーバランス、ＰＢ）を黒字化するという財政健全化目標の達成には「黄信号」がともるが、首相側近は「アベノミクスを成功させながら、ぎりぎりＰＢも黒字化できる」との見方を示す。
消費税率１０％への引き上げは、もともとは２７年１０月に予定されていた。しかし、首相が２６年１１月に１年半の延期と衆院解散を決断。この際、２９年４月には必ず引き上げることを明言しており、自民党内からは「国民が納得する説明ができるのか」と発言の整合性を問う声も上がる。
　その自民党も２６年１２月の衆院選の政権公約に「１０％への引き上げは２９年４月に行う」と明記しており、今回の再延期方針には、「衆院を解散せずに再び増税を先送りするのはあり得ない」（党幹部）との声が高まっている。
　首相が、現下の世界経済の状況を「リーマン・ショックの前の状況と似ている」と指摘したことも自民党内で波紋を呼ぶ。棚橋氏は「一日で決める話ではない。与党内での根回しが必要だ」と強調。党幹部は「２年半の再延期はまだ決まったことではない」と述べ、首相に明確な説明を求める意向を示した。（力武崇樹）
　
消費増税「１９年１０月に延期」　首相が麻生氏に伝える
朝日新聞デジタル2016年5月29日01時51分
　安倍晋三首相は２８日夜、首相公邸で麻生太郎財務相、谷垣禎一自民党幹事長と会談し、来年４月に予定する消費税率１０％への引き上げを延期する方針を伝えた。延期期間は２０１９年１０月までの２年半とする考えも示した。だが、会談では反対する意見も出たため、引き続き政府・与党内で調整することになった。複数の政府関係者が明らかにした。
　会談には菅義偉官房長官も同席した。首相は熊本地震の発生に加え、今後は世界経済の収縮も懸念されることから、来年４月に予定通り消費増税を実施すれば政権が掲げるデフレ脱却がさらに遠のきかねないと判断し、増税時期を先送りする考えだ。
　首相は、主要７カ国（Ｇ７）首脳会議（伊勢志摩サミット）が閉幕した２７日の記者会見で「世界経済が危機に陥る大きなリスクに直面している。Ｇ７はその認識を共有した」と強調。「アベノミクスのエンジンをもう一度、最大限ふかしていく決意だ。消費税率引き上げの是非も含めて検討する」と述べ、増税を延期する考えを示唆していた。
　２８日夜の会談で、首相は伊勢志摩サミットの議論などをもとに、予定通りの増税を求める麻生氏らに増税延期の方針を伝えた。ただ、麻生氏は延期に反対し、仮に延期する場合は「衆院を解散すべきだ」と主張したという。このため、２９日以降も調整を続けることにした。
　首相は今後、山口那津男公明党代表らとも会談し、増税延期に理解を求める。政府・与党内で合意が得られれば、参院選前に正式に表明する考えだ。首相は１４年１１月にも１５年１０月の消費増税を１年半延期しており、今回延期を正式に決めれば２回目となる。
　一方、首相は公共事業など新たな経済対策を盛り込んだ１６年度第２次補正予算案を編成する方向で検討に入った。首相官邸の幹部は「消費増税を先送りし、大規模補正を打つという考え方もある」と主張。規模は与党内で５兆～１０兆円との見方が出ており、参院選後の臨時国会に補正予算案を提出する方向だ。
「アベノミクス失敗を世界経済に責任転嫁」民進・山尾氏
朝日新聞デジタル2016年5月29日23時28分
■民進・山尾志桜里政調会長
　（サミットで安倍晋三首相が示した経済認識について）各国のリーダーが、議長国としての日本のリーダーに礼節と敬意を払っていることを知りながら、その礼節と敬意を逆に利用して、アベノミクスの失敗を世界経済に責任転嫁した。大変に恥ずかしいことだ。目に見えない大きな国益を傷つけた。（京都市内で）
増税「従来の主張通りと受け止めている」　公明・山口氏
朝日新聞デジタル2016年5月29日21時51分
■山口那津男・公明党代表
　（安倍首相が２８日、麻生財務相や谷垣幹事長に消費増税延期の方針を示したことは）報道しか存じ上げませんので、詳細は分かりかねる。（麻生氏が増税延期の場合は衆院を解散するべきだと主張したことについては）前提がよく確認できていない。（２４日の党首会談で）総理は「（消費税率１０％への引き上げは）法律で決められている通りです」と、従来のご主張を繰り返された。そのように受け止めている。
　ただ、これがどうなっていくのか、しかと承っていないので、見守っていきたい。（増税延期の理由は）今後与党として検討する機会が出てくれば、そこでしっかりやりたい。（サミット後に）総理は「消費税引き上げの是非も含めて検討する。参院選前に結論を出したい」という趣旨の記者会見をされたので、それがまず政府内でどうなるのか。それを見守って参りたい。衆参同日選については、「解散の『か』の字も考えていない」と総理がおっしゃった。総理があの時おっしゃられたこと、それをそのまま受け止めている。（記者団に）
増税の決断「進むも地獄、退くも地獄」自民・谷垣幹事長
朝日新聞デジタル2016年5月29日20時58分
■谷垣禎一・自民党幹事長
　経済、消費税をどうしていくか。（消費増税延期に反対する麻生）副総理から「俺と谷垣はまったく同じ意見だ」ということがあったので、もう麻生副総理のお話を引用する。消費税をどうしていくかは非常に大きな、進むにせよ、退くにせよ、非常に重い決断だ。進むも地獄、退くも地獄という世界だ。どちらも相当な覚悟でもってやっていかなければやりきれることではない。参院選を前にして、自民党が最後は一丸となって信念をもって選挙戦に臨めるようにしていくのが、党の責任者として私がやらなければならないことだ。簡単なことではない。党として一致結束して選挙戦に臨めるようにしていく。（富山市での党会合で）
増税先送り「経済立て直す自信ないのか」　民進・岡田氏
朝日新聞デジタル2016年5月29日19時55分
■岡田克也・民進党代表
　（安倍晋三首相の消費増税２年半先送りの意向について）２年半かけないと経済が本格的に回復できないということになるわけで、少し先が長すぎる。もっと短期間に立て直す自信がないのかと思いますね。同時に、任期が切れてしまうので安倍総理の間は現実に（消費税を）上げないという宣言に等しい。それはやや無責任ではないか。少なくとも、自分の責任でやりますというのが普通だと思う。ちょっと驚いています。先送りするのであれば、予算委員会開いて、きちんと議論して、国民に説明する責任がある。前回は解散までして、国民一人一人に問うと言ったわけですから。解散するならともかく、解散もしないということであれば、少なくとも国会できちんと議論する。最低１日は議論することが必要だと思いますよ。党首討論でも構いません。（三重県内で記者団に）
首相の「消費税引き上げ再延期」巡り論戦
NHK5月29日 11時55分
ＮＨＫの番組「日曜討論」で、来年４月の消費税率の引き上げについて、安倍総理大臣が２０１９年・平成３１年１０月に２年半再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことを巡り、自民党は臨機応変な対応は当然だとしたうえで、今後、与党内で十分な議論が必要だという認識を示したのに対し、民進党は安倍総理大臣はアベノミクスの失敗を認め退陣すべきだと主張しました。
自民党の棚橋幹事長代理は「中長期的な視野から考えて、税率を上げても税収が伸びないというような状況であれば、臨機応変に対応することは経済政策としても政治家としても当然で、先見性のある判断だ。再延期は１日で決めるような話ではないし、そういう方向で決まるとすれば、法律改正が必要なので与党内でじっくり議論することを安倍総理大臣は心がけていると思う」と述べました。
　公明党の斉藤幹事長代行は「公明党として何ら話を聞いていないので与党の中でしっかり議論をしていかなくてはならない。社会保障や財政再建はどうなるのか、そして、足を引っ張っている個人消費をどう回復していくのかなど総合的な観点から決めるべきことだ」と述べました。
　民進党の福山幹事長代理は「引き上げを延期したいならばアベノミクスは失敗したと言えば国民は理解する。国会の会期末のぎりぎりに突然、政策を変更するのは国民に失礼だ。予算委員会をまず開くことと、引き上げを延期するのならば公約が果たせなかったということなので、安倍総理大臣は責任を取って総辞職するのが筋だ」と述べました。
　共産党の小池書記局長は「日本経済を壊した責任を認めずに『アベノミクスはうまくいっているが世界経済が悪い』という人たちに政権を任せるわけにはいかず、安倍総理大臣の退陣が必要だ。消費増税路線が破綻したのだからきっぱり断念すべきだ」と述べました。
　おおさか維新の会の馬場幹事長は「国会議員や公務員の数や給与を減らすことから取り組むべきだ。増税延期について法律の改正をいつごろ、どういう形で行うのか、国会への説明やプロセスをきちんと提案していただかないと、なかなか信任は考えにくい」と述べました。
　社民党の又市幹事長は「安倍総理大臣はアベノミクスの失敗をしっかりと認めて国民におわびすべきだ。衆参両院の予算委員会を緊急に開いて説明と論議を行うと同時に、国民に約束したことができなかったのだから総辞職すべきだ」と述べました。
増税延期法案、臨時国会で　自民・棚橋幹事長代理 
日経新聞2016/5/29 12:22
　自民党の棚橋泰文幹事長代理は29日のＮＨＫ番組で、安倍晋三首相が2017年４月に予定する消費税率の10％引き上げを２年半先送りする意向を示したことを受けて、７月の参院選後の臨時国会に増税延期の関連法案を提出するとの認識を示した。「１日で決めるような話ではない。与党内でのしかるべき根回しが必要だ」と述べた。
　公明党の斉藤鉄夫幹事長代行は、社会保障制度改革の充実や、財政再建などを列挙したうえで「総合的な観点から決めていく」と指摘。消費増税延期に伴い衆参同日選に踏み切ることには否定的な考えを示した。番組終了後、記者団に「国民の民意を聞くという意味では、参院選をおこなうことが国民の考えを聞くということで十分だ。あえて同日選をすることはない」と語った。
　民進党の福山哲郎幹事長代理は首相が増税延期を判断したことに関して、まずは国会での説明を果たすべきだと主張。６月１日までの今国会会期中に予算委員会や党首討論を開くよう求めた。「消費増税を延期するなら国民に公約を果たせなかったと説明して総辞職するのが筋だ」とも述べ、近く内閣不信任決議案を提出する考えを強調した。
　不信任案提出に慎重姿勢を示していた社民党の又市征治幹事長も「（増税の）環境を作れず、アベノミクスが失敗したということを認めて国民におわびすべきだ」と指摘。番組終了後に記者団に「不信任決議案を野党共同で出す方向で調整している」と語った。
　共産党の小池晃書記局長は「安倍内閣の総辞職が必要だ。消費増税を２度も延期せざるをえないというのは消費増税路線が破綻したということだ」と批判した。
首相 消費増税再延期の考え 政府与党内の意見集約図る
NHK5月29日 4時33分
来年４月の消費税率の引き上げについて、安倍総理大臣は、２８日夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長らに、２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。これに対し、麻生副総理らは慎重な姿勢を示したことから、安倍総理大臣は、政府与党内の意見集約を図るため引き続き調整を続けることにしています。
安倍総理大臣は、昨夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長、それに菅官房長官と会談し、Ｇ７伊勢志摩サミットで、世界経済が、通常の景気循環を超えて危機に陥る大きなリスクに直面しているという認識を共有したことなどを説明しました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、Ｇ７の合意に従い、日本としてもあらゆる政策を総動員して世界経済の成長に貢献する必要があるなどとして、来年４月の消費税率の１０％への引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。
　これに対し、麻生副総理、自民党の谷垣幹事長は、社会保障の充実や財政再建にも影響が出ることが懸念されるなどとして、慎重な姿勢を示したうえで、仮に再延期する場合は、衆議院の解散・総選挙を行う必要があるのではないかという考えを示しました。
　一方、菅官房長官は解散・総選挙には反対する考えを示しました。
　安倍総理大臣としては、夏の参議院選挙の前に最終的な対応を決めたい考えで、今の国会の会期が来月１日までであることも踏まえて、政府与党内の意見集約を図るため、引き続き調整を続けることにしています。
　安倍総理大臣が、再延期する考えを伝えたことについて、与党内からは、「今の経済状況では、受け入れざるをえない」などと理解を示す意見が出ています。
　一方で、「財政再建に取り組む決意を打ち出さなければ、国際的な信認が得られない」という指摘や、「参議院選挙で、安倍総理大臣のこれまでの発言との整合性を追及される」といった懸念も出ています。
　これに対し、民進党や共産党などは、「安倍総理大臣は、消費増税を再延期する口実に、サミットの議論を利用しているだけであり、アベノミクスの破綻を認めるべきだ」などと強く批判していて、安倍総理大臣の退陣を迫る方針です。
　民進党は、３０日、共産党、社民党、生活の党と党首会談を開いて、安倍内閣に対する不信任決議案の提出に向けて、詰めの調整
消費税増税の延期幅、次の参院選後＝透ける影響回避の思惑
　２０１７年４月に予定される消費税増税を１９年１０月まで延期する安倍晋三首相の意向には、同年夏には次の参院選が控えており、影響を回避したいとの思惑が透ける。１８年９月までの首相の自民党総裁任期後でもあり、次の引き上げに責任を持たないことで、批判が出る可能性もある。
消費増税、２年半再延期で調整＝麻生、谷垣氏らに伝達－安倍首相
　首相が再延期の幅について、２年を軸に検討していた段階から、「それでは次の参院選の直前になる」（政府関係者）との懸念は出ていた。首相としては、さらに半年引き延ばすことで、自民党内の理解も得られると判断したとみられる。
　ただ、自民党が１９年の参院選で増税を掲げて戦うことに変わりない。党内の参院側から「再々延期」の声が上がることも予想される。
　首相は１４年の衆院解散に際し、「（次は税率引き上げを）確実に実施する」と断言したにもかかわらず、再延期に踏み切る。１９年１０月は首相の党総裁任期後のため、次の政権が必ず増税する保証はなく、「首相の言っていることが信用されない」（自民党中堅）と不安視する向きもある。（時事通信2016/05/29-01:08）
消費増税、２年半再延期で調整＝麻生、谷垣氏らに伝達－安倍首相
　安倍晋三首相は、２０１７年４月に予定される消費税率１０％への引き上げを１９年１０月まで２年半再延期する方向で調整に入った。政府関係者が２８日、明らかにした。首相は同日夜、首相公邸で麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、自民党の谷垣禎一幹事長と会談し、こうした考えを伝えた。
　首相は当初、延期幅について２年を軸に検討していた。２年半とするのは、民進党の岡田克也代表が党首討論で提案した「２年再延期」に乗らず、１９年夏に予定される参院選への影響を避ける思惑がありそうだ。
　消費税率１０％への引き上げは当初、１５年１０月に予定されていたが、首相が延期した経緯がある。麻生、谷垣両氏や公明党の山口那津男代表も財政規律を保つ観点から、増税再延期には慎重な立場。首相は正式表明に向け、政府・与党内の調整を急ぐ。
　首相は２７日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）後の記者会見で、世界経済がリスクに直面しているとの認識を各国首脳と共有したと強調した上で、「税率引き上げの是非も含めて検討する」と、増税見直しの考えを初めて示唆した。政府・与党内では今後、景気下支えを目的とした１６年度第２次補正予算案の検討が本格化しそうだ。（時事通信2016/05/29-00:28）
首相 消費税率引き上げ ２年半の再延期の考え伝える
NHK5月28日 22時42分
安倍総理大臣は２８日夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長らと会談し、来年４月の消費税率の１０％への引き上げについて、２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。ただ、これに反対する意見も出されたため、引き続き調整することになりました。
安倍総理大臣は、２７日、Ｇ７伊勢志摩サミットの閉幕に合わせて行った記者会見で、来年４月に予定されている消費税率の１０％への引き上げを再び延期する考えをにじませたうえで、夏の参議院選挙の前に対応を決める考えを示しました。
　こうしたなか、安倍総理大臣は今夜、ベトナムのフック首相との首脳会談のあと、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長、それに菅官房長官と会談しました。
　このなかで、安倍総理大臣は、サミットで、世界経済が、通常の景気循環を超えて『危機』に陥る大きなリスクに直面しているという認識と強い危機感を共有したことなどを説明しました。
　そして、安倍総理大臣は、Ｇ７の合意に従い、日本としてもあらゆる政策を総動員して世界経済の成長に貢献する必要があるなどとして、来年４月の消費税率の１０％への引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝えました。
　ただ関係者によりますと、これに反対する意見も出されたため、引き続き調整することになりました。これまで安倍総理大臣は、「リーマンショックや大震災のような重大な事態が発生しない限り、予定どおり引き上げる」と繰り返し述べる一方で、サミットでの議論を踏まえて、適切に判断する考えを示していました。
　消費税率の１０％への引き上げは当初、去年１０月に行われる予定でしたが、安倍総理大臣は、来年４月まで１年半延期する決断を行い、衆議院の解散・総選挙に踏み切りました。この際、安倍総理大臣は、経済の再生に全力をあげ、来年４月には消費税率を確実に引き上げる考えを強調していたことから、野党側は、夏の参議院選挙も意識して、再延期はアベノミクスの失敗を示すものだとして、今後、一層批判を強めるものとみられます。
消費税率引き上げを巡る動き
民主党政権当時の２０１２年に、民主、自民、公明の３党などの賛成多数で成立した「消費税率引き上げ法」は、５％だった消費税率を２０１４年４月に８％へ、翌２０１５年１０月に１０％へそれぞれ引き上げることを定めていました。
　８％への引き上げは予定どおり実施されましたが、１０％への引き上げを巡っては、２０１４年１１月に、安倍総理大臣が予定どおり引き上げれば個人消費を再び押し下げ、デフレ脱却も危うくなると判断したとして、２０１７年４月まで１年半延期することを表明し、衆議院を解散しました。
　安倍総理大臣は、記者会見で、「財政再建の旗を降ろすことは決してない。２０１７年４月に確実に消費税率を１０％へ引き上げていく」と明言し、衆議院選挙後、改正された法律では、経済情勢によっては増税を見送ることができるとしたいわゆる「景気弾力条項」は削除されました。
　その後、安倍総理大臣は、来年４月の消費税率の１０％への引き上げについて、「リーマンショックや大震災のような重大な事態が起きないかぎり予定どおり実施する」と、国会審議などで繰り返し発言してきました。
　一方で、自民党の一部から、８％に引き上げたあと、消費が回復しておらず、さらに１０％に引き上げれば、日本経済に悪影響を及ぼすとして再延期を求める意見が出ていたほか、野党第１党の民進党は、アベノミクスが失敗し、増税できる経済状況ではないとして、これまでの方針を修正し、２０１９年４月まで２年間、引き上げを延期するための法案を、今月、衆議院に提出していました。
消費増税「１９年１０月に延期」　首相が麻生氏に伝える
朝日新聞デジタル2016年5月29日01時51分
　安倍晋三首相は２８日夜、首相公邸で麻生太郎財務相、谷垣禎一自民党幹事長と会談し、来年４月に予定する消費税率１０％への引き上げを延期する方針を伝えた。延期期間は２０１９年１０月までの２年半とする考えも示した。だが、会談では反対する意見も出たため、引き続き政府・与党内で調整することになった。複数の政府関係者が明らかにした。
　会談には菅義偉官房長官も同席した。首相は熊本地震の発生に加え、今後は世界経済の収縮も懸念されることから、来年４月に予定通り消費増税を実施すれば政権が掲げるデフレ脱却がさらに遠のきかねないと判断し、増税時期を先送りする考えだ。
　首相は、主要７カ国（Ｇ７）首脳会議（伊勢志摩サミット）が閉幕した２７日の記者会見で「世界経済が危機に陥る大きなリスクに直面している。Ｇ７はその認識を共有した」と強調。「アベノミクスのエンジンをもう一度、最大限ふかしていく決意だ。消費税率引き上げの是非も含めて検討する」と述べ、増税を延期する考えを示唆していた。
　２８日夜の会談で、首相は伊勢志摩サミットの議論などをもとに、予定通りの増税を求める麻生氏らに増税延期の方針を伝えた。ただ、麻生氏は延期に反対し、仮に延期する場合は「衆院を解散すべきだ」と主張したという。このため、２９日以降も調整を続けることにした。
　首相は今後、山口那津男公明党代表らとも会談し、増税延期に理解を求める。政府・与党内で合意が得られれば、参院選前に正式に表明する考えだ。首相は１４年１１月にも１５年１０月の消費増税を１年半延期しており、今回延期を正式に決めれば２回目となる。
　一方、首相は公共事業など新たな経済対策を盛り込んだ１６年度第２次補正予算案を編成する方向で検討に入った。首相官邸の幹部は「消費増税を先送りし、大規模補正を打つという考え方もある」と主張。規模は与党内で５兆～１０兆円との見方が出ており、参院選後の臨時国会に補正予算案を提出する方向だ。
増税延期、調整難航なら政権運営にしこりも

読売新聞2016年05月29日 10時22分

　安倍首相は２８日、来年４月に予定した消費税率１０％への引き上げ時期を２年半延期する方向で、政府・与党内の本格的な調整に入った。



　増税延期には慎重な意見もあり、調整が難航すれば、今後の政権運営にしこりを残す恐れもある。野党は財政健全化目標に影響を及ぼすことへの懸念を追及し、攻勢を強める構えだ。

　２８日に首相と会談した麻生副総理兼財務相と自民党の谷垣幹事長は、いずれも財政健全化を重視する立場から、増税延期には慎重だ。

　麻生氏は一貫して増税延期に否定的な発言をしている。今月中旬に２０１６年１～３月期の国内総生産（ＧＤＰ）速報値が発表された後も、「消費税はきちんと公約通りやらせていただく」と強調した。

増税延期、デフレ脱却優先…１９年参院選も考慮

読売新聞2016年05月29日 09時55分

　安倍首相が、来年４月の消費税率１０％への引き上げを２年半延期する方向で調整を始めたのは、デフレ脱却を実現するには一定の期間が必要と判断したためだ。



　一方、２０１９年夏の参院選への影響を考慮したとの見方もある。

　政府・与党内では増税先送りについて、１９年４月までの２年間を軸に調整してきた。首相がさらに半年先まで延期する方針を固めたのは、世界経済が不透明感を増しており、国内経済も経済政策「アベノミクス」が失速気味で、デフレ脱却の道筋が見通せないためだ。首相は増税を先送りした２年半の間に、財政出動や成長戦略の加速化でデフレ脱却を実現する段取りを描いている。

消費増税「２年半延期」、首相が麻生氏らに伝達

読売新聞2016年05月29日 06時00分

　安倍首相は２８日夜、首相公邸で、麻生副総理兼財務相、自民党の谷垣幹事長、菅官房長官と会談し、来年４月の消費税率１０％への引き上げについて、２０１９年１０月まで２年半延期したい考えを伝えた。



　２０年度に国と地方の基礎的財政収支を黒字化する財政健全化目標の堅持を目指すとしている。首相は近く、公明党の山口代表とも会談し、最終調整に入る。

　首相は麻生氏らとの会談で、主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で「世界経済のリスク」を共有したことを踏まえ、「日本としてもあらゆる政策を総動員する」と説明した。首相が取りまとめを主導したサミット首脳宣言では、金融政策、財政出動、構造改革の「３本の矢」を先進７か国（Ｇ７）で実行することで一致しており、首相としては、財政出動の効果を抑制する増税を先送りする必要があると訴えたとみられる。

安倍首相 　「消費増税２年半延期」政権幹部に提案
毎日新聞2016年5月28日　23時41分（最終更新　5月29日　03時02分）
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今後の主な政治日程
　安倍晋三首相は２８日夜、首相公邸で麻生太郎副総理兼財務相、菅義偉官房長官、自民党の谷垣禎一幹事長と会談した。首相は、来年４月の消費税率１０％への引き上げを再延期する考えを伝えた。延期期間は２０１９年１０月までの２年半とすることを提案したが、異論が出たため、引き続き協議することとした。 
　２年半延期した場合は、１９年春の統一地方選、１９年夏の参院選の後となるが、財政健全化を重視する麻生氏は難色を示した模様だ。 
　消費増税の延期を１４年１１月に決めた際の延長幅は１年半だった。今回それよりも１年間長い、２年半とした場合、野党側が「アベノミクスが失敗した証拠だ」としてさらに批判を強めるのは必至だ。首相は来年４月に「必ず上げる」と消費増税に踏み切る方針を明言していた経緯もあり、与党内からも２年半の延長幅は長すぎるとの声が上がりそうだ。これまで公明党も予定通りの消費税率引き上げを求めている。与党内の調整のなかで延長幅は短縮される可能性もある。 
　首相は２６〜２７日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で、現在の世界経済の状況が０８年のリーマン・ショック直前に似ていると説明。各国が財政出動などで、国際経済の安定化のために取り組む必要性を強調した。２８日夜の会談でも、こうしたサミットでの議論について首相が説明し、増税再延期の意向に理解を求めたものとみられる。 
　政府は、政策経費を借金に頼らずにどれだけまかなえているかを示す基礎的財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）を、２０年度に黒字化する目標を掲げている。１９年度中に消費増税に踏み切れば、２０年度は増税分の税収がフルに入るため、財政健全化計画に寄与するという理屈は立つ。 
　ただ、計画は名目成長率３％、実質成長率２％という高い成長率を前提としており、現状では増税できたとしても達成は難しい。また、中間目標として１８年度にＰＢの赤字を国内総生産（ＧＤＰ）比で１％程度に縮小させる方針を掲げているが、これは放棄せざるを得なくなる。 
　首相は２７日のサミット閉幕時の記者会見で「引き上げの是非も含めて検討し、夏の参院選前に明らかにしたい」と表明していた。 
　消費税率１０％への引き上げは、もともと１５年１０月とされていたが、首相は１４年１１月に１年半の延期を決定。その判断について国民に信を問うとして衆院を解散した。【古本陽荘】 
産経新聞2016.5.28 22:51更新 
消費税増税２年半延期　安倍首相が麻生、谷垣氏らへ方針伝達　麻生氏は「解散」主張
　安倍晋三首相は２８日夜、首相公邸で麻生太郎副総理兼財務相、自民党の谷垣禎一幹事長、菅義偉官房長官と会談し、来年４月に予定している消費税率１０％への引き上げを平成３１年１０月まで再び延期する方針を伝えた。国会会期末の６月１日にも発表したい考えで、政府・与党内の調整を急ぐ。
　会談で首相は、消費税率の引き上げを「２年半延期したい」と伝えた。これに対し、麻生、谷垣両氏は財政規律維持の観点から予定通りの増税を求めて異論を唱え、引き続き協議することになった。
　麻生氏は「再延期するなら衆院を解散して国民の信を問うべきだ」とも主張した。首相は同調せず、菅氏は公明党に配慮して衆参同日選を見送るべきだとの考えを示した。
　連立与党の公明党も社会保障の財源確保のため再延期には否定的な立場をとってきた。首相は近く、同党の山口那津男代表とも会談して理解を求める。
　２６日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）の世界経済に関する討議で首相は、現在の状況が「リーマン・ショック前の状況と似ている」と指摘。世界経済が直面するリスク回避のため、あらゆる政策をとることで合意した伊勢志摩サミットの議論を踏まえ、政策を総動員して対応する方針を示していた。
　首相は２８日の政権幹部との会談でも、同様の観点から消費税増税の再延期の必要性を説明した。再延期については２７日の記者会見では「是非も含めて検討し、参院選前に明らかにしたい」と語っていた。
　ただ、首相は２６年１１月に消費税増税を１年半延期して衆院を解散した際に「再び延期することはない」と断言。その後は、２０年のリーマン・ショックや２３年の東日本大震災級の事態の発生を再延期の条件としていた。　
　首相は新たな経済対策を盛り込んだ２８年度第２次補正予算案の編成に向けた検討にも入った。補正の規模は５兆～１０兆円程度になるとみられ、近く閣議決定する「骨太の方針」や「ニッポン１億総活躍プラン」から施策を盛り込む。
消費税率引き上げ 再延期の場合の課題は
NHK5月29日 4時49分
　安倍総理大臣が２８日夜、麻生副総理兼財務大臣、自民党の谷垣幹事長らと会談し,来年４月の消費税率の１０％への引き上げについて、２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを伝え、引き続き調整することになりましたが、実際に再延期する場合、法律の改正が必要になるほか財政健全化目標や社会保障費を賄う財源の確保に影響が出ることが懸念されます。
来年４月の消費税率の１０％への引き上げは、法律で決まっていて、これを延期する場合、政府は法案を改めて国会に提出し、可決・成立させる必要があります。
　また、消費税率の引き上げを再び延期することになれば、１０００兆円を超える巨額の借金を抱える財政再建への影響も懸念されます。政府は、政策に必要な経費を税収などでどれだけ賄えるかを示す国と地方を合わせた「基礎的財政収支」を財政健全化の指標としていて、今年度で１５兆円の見通しとなっている赤字を▽２０２０年度・平成３２年度までに黒字化することを目標に掲げています。
　また、▽これに先立つ２０１８年度・平成３０年度には「基礎的財政収支」の赤字をＧＤＰ＝国内総生産と比べて１％程度まで縮小することを目安としています。消費税率の引き上げが延期されれば、これらの見直しが必要になる可能性もあります。
　さらに、税収の減少分にどう対処するかも課題になります。
　財務省では、消費税率の１０％への引き上げで年間の税収は軽減税率の影響を除き５兆６０００億円程度増加すると見込んでいます。
　増収分は社会保障の充実などに充てることにしていて具体的には、▽所得の低い高齢者への給付金の支給や、▽年金の受給資格を得るための期間を、現在の２５年から１０年に短縮すること。また、▽待機児童対策として、保育所の運営費を補助することなどが計画されていて税率の引き上げが実際に延期されれば、これらに充てる財源が不足することも懸念されます。
自民・下村氏「消費税再延期で与党まとまる」
NHK5月29日 12時24分
自民党の下村総裁特別補佐は都内で記者団に対し、安倍総理大臣が来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年・平成３１年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、最終的には与党の合意は得られるという見通しを示しました。
この中で、下村総裁特別補佐は、安倍総理大臣が来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年１０月に２年半、再延期する考えを麻生副総理兼財務大臣らに伝えたことについて、「アベノミクスを最重点課題と考えて延期はやむをえないと判断したのだと思うし、最終的には与党もそれでまとまると思う」と述べました。
　また、下村氏は、安倍総理大臣が衆議院の解散に踏み切る可能性について、「野党が内閣不信任決議案を出したときに安倍総理大臣が判断することだが、きょうの段階では５０％だ」と述べ、民進党などをけん制しました。
　一方、公明党の斉藤幹事長代行は記者団に対し、「国民の民意を聞くという意味では参議院選挙を行うことで十分だ。国民も非常に混乱するということを考えれば、あえて、衆参同日選挙をする必要はない」と述べ、衆参同日選挙は好ましくないという考えを示しました。
消費増税再延期の可能性　なぜ安倍晋三首相はブレようとするのか
竹中治堅  | 政策研究大学院大学教授 2016年5月29日 19時25分配信 
YAHOO！JAPANニュース「竹中治堅の『日本政治を観る』」
2014年12月総選挙での誓い
「来年10月の引き上げを18カ月延期し、そして18カ月後、さらに延期するのではないかといった声があります。再び延期することはない。ここで皆さんにはっきりとそう断言いたします。平成29年４月の引き上げについては、景気判断条項を付すことなく確実に実施いたします。３年間、３本の矢をさらに前に進めることにより、必ずやその経済状況をつくり出すことができる。私はそう決意しています。」2014年11月18日　消費増税延期の説明
安倍晋三首相は2014年11月18日、消費税を2015年10月に予定された消費税の税率を10%に引き上げることを2017年４月までに延期することを決定した際、我々国民にこう説明した。そして、この決定についての是非を我々に問うために衆議院を解散し、2014年12月に総選挙を行った。 
景気の状態に関わらず、我が国の財政を健全化するために消費税を10%に我々国民に約束したということである。 
しかしながら、新聞報道によれば、安倍首相は政権幹部に10%の引き上げを2019年10月まで打診したそうである。政権幹部に消費増税再延期の打診
首相は総選挙で我々国民に対して誓った約束についてどう考えているのであろうか。 
リーマンショック前の経済状況？
安倍首相は先週開かれたG７サミット「（リーマンショックは）リスクをしっかり認識をしていかなければ、正しい対応ができなかったということではないかと思います。世界経済は大きなリスクに直面をしているという認識については一致できた」と世界経済はリーマンショック直前の状態にあると説明している。 
首相が世界経済についてこのように説明する背景には次のような事情を考えられる。首相はこれまで自らの政策＝アベノミクスは成功したと説明してきた。成功したのであれば、消費増税に踏み切ることができるはずである。だが、消費増税について首相は躊躇している。国際経済状況の変化を理由とすれば、首相が掲げてきたアベノミクスがうまくいかなかったために日本経済が上向かず、この結果、消費増税を先送りすることになったという批判を免れると考えているのであろう。 
しかしながら、首相の説明は二つの点で大きな問題がある。まず第一にG7サミットで首相の上記のような説明に同意する他国の首脳はあまりいなかったということである。イギリス・サンデータイムズやファイナンシャル・タイムズによれば、イギリスのキャメロン首相やドイツのメルケル首相は世界経済がリーマンショック以前のような危機に直面しているということに異論を唱えたと言う。したがって、首相が述べるような一致があったということは難しい。 
次に、首相の説明はこれまで首相や安倍内閣が行ってきた説明との整合性についても疑問の余地が大きい。 
例えば、首相は2016年２月19日衆議院予算委員会に対して、安倍内閣の経済的成果を民主党の野田元首相に対してこのように誇示している。 
「（安倍内閣の）三年間でどういう結果を出しているかということで申し上げますと、実質ＧＤＰは一・九％伸びております。そして名目では五・六％伸びているということでありまして、（中略）名目ＧＤＰが実質ＧＤＰをしっかりと上回っているのは、デフレではないという状況をつくったからであります。 
（中略）。皆さんのときの実質ＧＤＰはプラス五・七ではありますが、名目は〇・七なんですね。この差は何かといえば、五％はデフレなんです。（中略）。デフレを肯定するのであれば、これはいい数字ということになるわけでありますが、我々は違います。（中略）デフレから脱却をしているという姿をつくったわけであります。」 
野田元首相はGDPの実質成長率を比較すれば民主党政権の時の方が経済成績は良かったと首相を問いただしたのに対して、上記のように反論したのである。このように誇るべき経済成績を収めているのであれば、消費増税をするのに障害はないはずである。 
さらにサミット直前の５月23日に発表された月例経済報告では世界経済について「世界の景気は、弱さがみられるものの、全体としては緩やかに回復して いる。 先行きについては、緩やかな回復が続くことが期待される。」 という状況認識が示されている。首相がサミットで示した見解は明らかにこれとは違うものである。 
さらに2016年１月から３月期のGDP成長率は年率換算でGDP1.6%であり、厳しい経済状況と言うことは困難である。 
以上を踏まえると、首相が2014年11月に言明した消費増税を先送りするほどの状況と言うことは難しい。 
首相は過去にも総選挙の結果を尊重しなかったのではないだろうか
首相がもし消費増税を本当に先送りするのであれば、それは2014年12月の総選挙で我々国民と果たした約束を破ることになると言わざるを得ない。 
信無くば立たず。首相は総選挙での約束をどのようにお考えなのであろうか。 
もっとも、首相は過去にも総選挙の約束を重視しなかったのではないだろうか。 
思い出さなくてはいけないのは2005年９月の郵政解散と2006年12月のいわゆる造反議員の復党である。 
小泉純一郎首相は郵政民営化法案が2005年８月に参議院で否決されると衆議院解散に踏み切り、衆議院本会議の採決の際に法案に反対した議員を公認しなかった。そして自民党は「改革を止めるな」を掲げて総選挙を闘い、勝利を収めた。自民党はその後、多くの反対派議員に離党勧告を行い、離党させた。2006年９月に第一次安倍晋三内閣が発足すると離党した議員は復党を要望した。自民党内には復党を認めることに反対論が強かった。復党を認めることは総選挙の公約と矛盾することになるからであった。 
しかしながら、安倍首相は小泉内閣の官房長官であったにもかかわらず、反対論を押し切り、復党を認めた。この結果、内閣支持率は急落し、政権の求心力が損なわれることになった。 
なぜ安倍首相はブレようとするのか。答えは参議院にある。 
多くの人に認識してもらいたいことであるが、日本の統治システムの中で参議院は重要な地位を保っている。日銀総裁などの国会同意人事では参議院議員の過半数から支持を得る必要がある。また、内閣が提出する法案も参議院から過半数の賛成がなければ成立させることは難しい。さらに、参議院の総議員の３分の２以上の賛同を得ないと憲法改正を発議することができない。 
2006年12月に直前の総選挙で示された民意にもかかわらず、安倍首相が復党を認めたのは翌年に控える参議院議員選挙で勝利を収めるためであった。 
安倍首相はこれまで憲法改正に関心を示してきた。今回、2014年12月の総選挙での約束を尊重せずにブレる気配を示しているのはやはり参議院議員選挙のことを心配してのことであろう。増税は一部の有権者に不評であり、選挙に不利に働く可能性がある。安倍首相は憲法改正をにらみ、できるだけ多くの議席を参議院で確保したいと考えているからであろう。 
消費増税延期をめぐる政治過程は日本の統治システムにおける参議院の重要性を改めて示している。 
信無くば立たず
なお、首相が14年総選挙での約束を違えて、消費増税の再度延期に踏み切るのであれば、本稿で投げかけた疑問に答え、我々国民が納得する説明を行ってもらいたい。この問題は経済、財政論であるとともに、民主主義における説明責任の問題でもないだろうか。少なくとも、総選挙に踏み切り、再度我々国民の信を問うべきである。 
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竹中治堅 政策研究大学院大学教授

日本政治の研究、教育をしています。関心は首相の指導力、参議院の役割、一票の格差問題など。【略歴】東京大学法学部卒。スタンフォード大学政治学部博士課程修了（Ph.D.）。大蔵省、政策研究大学院大学助教授、准教授を経て現職。【著作】『戦前日本における民主化の挫折』（木鐸社　2002年）、『首相支配』（中公新書　2006年）、『参議院とは何か』（中央公論新社　2010年）など。
産経新聞2016.5.29 11:00更新 
【岡田浩明の野党ウオッチ】「怒りの声」の小林節名誉教授は野党の味方なのか？敵なのか？　その傍若無人さに野党からも怒りの声…

政治団体「国民怒りの声」を設立し、夏の参院選の比例代表で出馬する意向を表明した憲法学者の小林節慶応大名誉教授＝５月９日、東京都千代田区（寺河内美奈撮影） 
　「反安倍晋三政権」を旗印に、夏の参院選に初参戦する政治団体「国民怒りの声」が設立早々、既成政党から“怒りの声”を浴びている。党存亡の危機に直面する「崖っぷち」の少数野党が政権批判票の分散になるとして憤っているからだ。これに対し団体代表を務め、自らも比例代表に出馬する憲法学者の小林節慶応大名誉教授は「迷惑だ」と意に介さない。怒りの声は一体、野党の敵か味方か－。
　怒りの声は５月９日に旗揚げし、東京・新橋のＪＲ新橋駅前のビルの一室に事務所を開設した。２４日の披露会には約５０人の支援者が集まり、立ち見が出るほどだった。小林氏は「おわび」から始めた。
　「誠にご無礼致しました」
　実は、設立後初の支援者向け報告会を１４日に都内で開いたが、小林氏は先約の地方講演出席を理由に欠席したからだ。報告会はビデオメッセージでしのいだが、代表不在の事態に、集まった支援者は「なぜ来ないんだ」「最初から小林氏が来ないと分かっていれば、怒りは起きなかったのに…」と怒りの声をあげた。
　事務局は「申し訳ない」と陳謝した。だが、報告会後も怒りの収らない支援者もいるようで、小林氏は披露会で「いまも怒っている人がいるらしいが、私自身、世の中の全ての人に納得を頂こうとは思っていない。北朝鮮じゃあるまいし、批判は甘んじて受ける」と毒づいた。
　そんな“コバセツ節”を、支援者は「怒り」よりも笑いと拍手で受け入れた。質疑応答で「ぜひ首相になってほしい」と支援者から求められると、「常識とマナーがあるので、そのつもりはありません」と当意即妙のやりとりに、会場はまた沸いた。
　支援者だから多少の怒りに目をつむり、温かく見守るという姿勢は理解できるが、崖っぷち政党の怒りはそう簡単に収まる気配はない。
　政治団体「怒りの声」は参院選比例代表に小林氏を含め候補者１０～１２人の擁立を目指す。うち半数は著名人、残りをインターネットで公募し、無党派層の「受け皿」になることを狙う。設立理由について小林氏はこう説明する。
　「安倍政治は怖い。でも民主党政権時代の体たらくは許せない。かといって共産党は受け入れられないという無党派層がどんどん増えている。そういう声の代弁者になりたい」
　ただ、無党派層を取り込みたいのは共闘路線を展開する民進、共産、社民、生活の野党４党も同じ。政策も安全保障関連法の廃止、憲法改悪の阻止、原発廃止…など、ほとんど重なる。「新たな野党がもう一つ増えるだけ」（社民党幹部）で、政権批判票を奪い合うことになりかねない。それだけに小林氏の動きは「敵か味方かどちらなのか」という疑念と怒りを増幅させている。
　小林氏は当初、共産党を除く野党各党の比例候補が参加する統一名簿方式を模索していた。ところが、民進党執行部が反発。統一名簿は頓挫したため、今回の政治団体設立に切り替え、自らの出馬に踏み切った。統一名簿は「死に票」を減らすメリットがあり、党存亡の危機に追い込まれている社民、生活両党幹部は小林氏と相次いで会談し、統一名簿への翻意を促した。
　「どうして野党票の食い合いに参加するのか」と迫る野党側に、小林氏は反論した。「参加しません。既成の野党が取り込めない層の受け皿になる」。小林氏周辺も「社民、生活との統一名簿をやれば、救済色が強くなる」と難色を示す。
　着地点のみえない押し問答の中では、双方の主張が食い違う事態も起きた。小林氏は１９日の記者会見で、社民党の吉田忠智党首が「対等合併」を、生活の小沢一郎代表は「組織の一体化」をそれぞれ持ちかけたことを激白した。小林氏は「われわれは既存政党の浮袋ではない」と断ったが、両党は打診自体を否定している。
　民進党も小林氏の動きに神経をとがらせている。岡田克也代表は１３日の記者会見で、小林氏が統一名簿を提唱していたことを念頭に「今回の動きは逆の方向で理解に苦しむ」と変節した小林氏を突き放すが、支持母体の連合は「放置しておくのは良くない」と温度差がある。
　参院選比例代表で各党が１議席を獲得するには１００万票が目安とされる。仮に、怒りが比例７０万票を獲得しても議席はゼロ。比例票は死に票になってしまう。この比例票が野党に上乗せされていれば、１議席上積みできたはず－。政権批判票の分散による悔やんでも悔やみきれない“悪夢”が想定されるからだ。
　そんな事態を回避するため、ある民進党幹部が最近、小林氏に接触した。小林氏によると、幹部は「あなたは無名だからどうせ落選する。晩節を汚すからやめろ！」と迫った。だが、小林氏は取り合わなかった。
　「共闘する野党各党は内心では信じ合っていないが、うっすら指をつないでいる。こんな現状では有権者に見透かされ、与党に勝てない」。野党共闘は「野合」そのもので、与党に代わる受け皿になり得ていない現状に危機感を募らせる小林氏はこう続ける。
　「僕らは野党のシマを広げるためにやっているのに、あちこちから政権批判票を食い合うといわれ、本当に迷惑だ」
　野党にしてみれば傍若無人に映る国民怒りの声。既成政党とは一線を画す“実験”が奏功するかは見通せない。
産経新聞2016.5.16 09:00更新 
【内藤慎二の野党ウオッチ】「怒りの声」の小林節名誉教授は反安倍だけど「自衛軍を持ち自衛戦争する！」　護憲派の胸中は…


新政治団体「国民怒りの声」の設立を表明した小林節氏＝５月９日、東京都千代田区（寺河内美奈撮影） 
　憲法学者の小林節慶応大名誉教授（６７）が記者会見し、政治団体「国民怒りの声」の設立と、代表として自ら夏の参院選に出馬する意向を明らかにした。安全保障関連法廃止を掲げる小林氏は、護憲派を含む反安倍勢力の「期待の星」だ。ただ、会見では自民党の憲法改正草案と同じく「（日本も）軍は持つ」と明言する場面もあり、シンパの胸中は複雑だったかもしれない。
　「平和の推進に逆行する政策を確信を持って推進している安倍晋三内閣には一日も早く退場してもらわなければならない」
　小雨がぱらつく５月９日午後。東京・日比谷公園に面した日本プレスセンタービルで記者会見に臨んだ小林氏はこう言い切った。
　小林氏直筆の「設立宣言」を目で追いながら耳を傾ける報道陣。かわいらしい丸文字でしたためられた基本政策は、「戦争法（安保関連法のこと）の廃止」「憲法改悪の阻止」などと反安倍勢力が好みそうな表現が用いられていた。
　小林氏は護憲勢力全盛の冷戦期から数少ない改憲派の学者として自民党に重宝されてきた。影響を受けた“弟子”は論壇や政界などで幅広く活躍。そんな経歴を持つだけに、安倍政権一押しの安保関連法を「違憲だ」と糾弾する姿勢が民進党や共産党には輝いてみえる。
　実際、共産党機関紙「赤旗」が小林氏と志位和夫委員長との息の合った対談を紹介したことも。会見では小林氏が「共産党はとてもよくやっている」と語るシーンがあり、最近の蜜月ぶりをうかがわせた。
　とはいえ、会見中は護憲派の仲間がリアクションに困りそうな発言も飛び出した。
　「私の改憲案については、いま言っても無視されるわけだ。問われたから答えるが、１、二度と再び侵略戦争をしない。これは日本の信用につながる。２、独立主権国家だから、間違っても他国の軍事力によってわれわれの運命を決めさせられたくはない。どこかの国が（日本を）侵略対象にした場合、堂々と自衛戦争をする。３、そのために自衛軍は持つ。それから自衛軍を用いて国際貢献はする」
　自衛隊を軍へと変えるという、国際社会の現実にマッチした真っ当な憲法９条改正案だ。しかし、民進党や共産党は「わが国の平和と独立並びに国及び国民の安全を確保するため、内閣総理大臣を最高指揮官とする国防軍を保持する」とした自民党の改憲草案に極めて批判的だ。唯一無二の大目標である安保法制廃止のためには耳をふさぐのだろうが、根本的な“違い”が垣間見えた瞬間だった。
　１時間以上に及んだ記者会見で印象に残ったのは、自信に満ちあふれた“小林節”だ。
　「私はたまたま憲法学者として憲法の知識が突出しちゃっているから、それ以外ができないように言われるのは心外だ」
　「異論のある方は共に戦わなくて結構だ」
　「戦争法制定の時に（国会から）３回呼ばれて理路整然と同じ批判をしたが、一つも返事がこない。これは怒りますわね」
　「安倍政権の不思議なところは人の話を聞かない。国会で参考人としていくらしゃべっても無反応だ。あのむなしさ…」
　「（沖縄の米軍基地問題を解決するための米国との）再交渉は私にやらしてもらえれば、できる」
　他人が自分の考えを聞き入れるのは当然だ、と言わんばかりの“上から目線”。ただ、「現実の政治は学者の理屈どおりにはならない」とも言われ、「学者の獲った天下なし」の定説を覆せるかどうかは神のみぞ知る。
　とにもかくにも大学者の地位に安住せず、選挙に打って出る決断と勇気は立派だ。安保関連法の国会審議中に一部のマスコミや野党は「憲法学者が『違憲』だと言っている」などと反対論を展開したが、最終的に是非を決めるのは選挙で国民に選ばれた政治家だ。現時点で参考意見にとどまる小林氏の“高説”は政界に身を置くことで重みを増すだろう。
自民国防部会 装備品開発促進で研究費大幅増を提言
NHK5月30日 4時30分
自民党の国防部会は、北朝鮮による核や弾道ミサイルの開発などへの対応を強化するため、国内での防衛装備品の開発を促進する必要があるとして、大学などに国が研究費を提供する予算を大幅に増額するよう、政府に働きかけていくことになりました。
防衛省は、民間の先進的な技術を防衛装備品の開発に積極的に取り入れるため、大学や研究機関などに研究費を提供する制度を昨年度から導入しており、今年度はおよそ６億円の予算を計上しています。
　この制度を巡り自民党の国防部会は提言を取りまとめ、北朝鮮が核や弾道ミサイルの開発を継続し、中国やロシアも装備品の開発に力を入れるなか、日本も国内での防衛装備品の開発を促進する必要があるとして、この制度にかける予算を１００億円規模に増額すべきだなどとしています。国防部会は今後、提言の実現に向けて政府に働きかけていくことにしています。
　この制度を巡って大学の間では、基礎研究の資金を確保できるなどと歓迎する意見がある一方、一部は、戦前の反省から軍事研究を行わないとして提案を見送るなど、対応が分かれています。
これが海兵隊の研修か！！　米軍は「カリスマ」沖縄県民見下し…
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　在沖米海兵隊が沖縄に着任した兵士らを対象に実施した沖縄の歴史や政治状況を説明する研修で、沖縄の政治環境について「沖縄県と基地周辺の地域は沖縄の歴史や基地の過重負担、社会問題を巧妙に利用し、中央政府と駆け引きしている」と記述し、沖縄側が基地問題を最大限に政治利用していると説明していることが分かった。
　米軍に批判的な沖縄の世論については「多くの人は自分で情報を入手しようとせず、地元メディアの恣意（しい）的な報道によって色眼鏡で物事を見ている」と記述するなど、県民を見下すような記述もあった。
　英国人ジャーナリストのジョン・ミッチェル氏が情報公開請求で入手した。資料には「２０１６年２月１１日」と日付が記載されており、最近の研修でも使われたとみられる。
　ミッチェル氏は琉球新報の取材に対し、「米軍が兵士に対して県民を見下すよう教えている。それが海兵隊員の振る舞いに影響を与えていることが分かる。『沖縄への認識を深める』という海兵隊の約束は失敗している」とコメントした。
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ジャーナリストのジョン・ミッチェル氏
　資料は沖縄の状況について「多くの県民にとって軍用地料が唯一の収入源であり、彼らは基地を返還してほしくない」などと、明らかな事実誤認の記述もあった。
　日本政府と県の関係については「中央政府は兵士と基地に残ってほしいと望んでいる。なぜなら彼らは本土に代替地を用意できないからだ」と説明。沖縄に基地が集中する背景に、本土側が基地を受け入れない政治的都合があるとの認識も示している。
　また、米軍関係者による繁華街や遊興施設での事件・事故については「突如現れる『ガイジン・パワー』で、社会の許容範囲を超えた行動をしてしまう」と要因を分析。米軍関係者が日本でもてはやされる「カリスマ（特別な魅力）」があるとの認識を示す記述もあった。
沖縄県民を見下す海兵隊の新人研修 「世論は感情的」「米兵はもてる」
沖縄タイムス2016年5月26日 15:20 
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在沖海兵隊の新人教育内容の一部
　在沖縄米海兵隊が新任兵士を対象に開く研修で、米兵犯罪などに対する沖縄の世論について「論理的というより感情的」「二重基準」「責任転嫁」などと教えていることが分かった。英国人ジャーナリストのジョン・ミッチェル氏が情報公開請求で発表用のスライドを入手した。米軍が事件事故の再発防止策の一つと説明してきた研修の偏った内容が明らかになり、実効性に疑問が高まりそうだ。 
　スライドは２０１４年２月のものと、民主党政権時代（２００９～１２年）とみられる時期のものの二つ。「沖縄文化認識トレーニング」と名付けられている。 
　「『（本土側の）罪の意識』を沖縄は最大限に利用する」「沖縄の政治は基地問題を『てこ』として使う」などとして、沖縄蔑視をあらわにしている。 
　事件事故については、「米軍の１人当たりの犯罪率は非常に低い」と教育。「メディアと地方政治は半分ほどの事実と不確かな容疑を語り、負担を強調しようとする」と批判する。 
　特に沖縄２紙に対しては「内向きで狭い視野を持ち、反軍事のプロパガンダを売り込んでいる」と非難。一方で、「本土の報道機関は全体的に米軍に対してより友好的だ」と評する。 
　また、１９９５年の米兵暴行事件について「その後の日本政府の対応が島中、国中の抗議を引き起こした」と責任の大半が日本側にあるかのように説明する。 
　兵士に対しては、異性にもてるようになる「外人パワー」を突然得るとして、我を忘れないよう注意している。 
　ミッチェル氏は「米軍が沖縄を見下してもいいと教育し、何も知らない若い兵士の態度を形作っている。『良き隣人』の神話は崩壊した」と批判した。自身のウェブサイトでスライドを公開することにしている。
再発防止どころか差別意識を拡大　沖縄海兵隊の新人研修
沖縄タイムス2016年5月26日 11:14
　【解説】明らかになった在沖米海兵隊の新任兵士研修の資料は、沖縄に対する侮辱に満ちている。事件や事故を起こしておきながら、それに対する県民の怒りを「感情的」「責任転嫁」などと退けている。 
　組織がこういう姿勢であれば、構成員である兵士が沖縄に敬意を払えるはずがない。再発防止どころか、まさに事件、事故の温床となる差別意識を拡大、再生産していることになる。 
　元海兵隊員の軍属による女性遺体遺棄事件について、来日したオバマ米大統領は２５日、再発防止を約束した。この新任兵士研修を本当の再発防止策として機能させたいなら、沖縄側に内容を公開して点検してもらうほどの抜本的な見直しが必要になる。 
　一方、資料は「内輪の言いたい放題」で、だからこそ分かった本音もある。米軍が県民の怒りを肌で感じていること。だからこそいら立ち、理由を探しているということだ。その矛先が地元メディアなどに向けられている。 
　資料には、「米軍基地反対の言説は偏っているとしても、うそではない」という一節がある。米軍の弱気がのぞいている。（北部報道部・阿部岳）
米軍が異例の記者会見　撤退要求に危機感か
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記者会見するローレンス・ニコルソン在沖米四軍調整官＝２８日、キャンプ瑞慶覧
　米軍属女性遺棄事件を受け、ローレンス・ニコルソン在沖縄米四軍調整官が２８日、記者会見に臨んだ。米海兵隊によると、四軍調整官の記者会見は「記録が残る限り初めて」の事態。米海兵隊はこれまでツイッターなどで沖縄の報道機関を批判する内容を投稿する一方、沖縄メディア側から米軍幹部へのインタビューの申し出にはほとんど応じない対応をしてきた。
　この日、ニコルソン氏は「地域との交流と対話を増やすため、メディアへの対応を増やしたい」と表明した。事件を機に県内では米軍への反発が高まり、全基地撤去を求める声が上がったり、県議会が復帰後初めて海兵隊の撤退を求める抗議決議を可決したりする中、米軍が世論に危機感を募らせている様子をにじませた。
　米海兵隊によると、この日の会見はニコルソン氏の強い意向で実施が決まった。会見でニコルソン氏の横にはジョエル・エレンライク在沖米総領事が立ち、背後には米空軍、海軍、陸軍、海兵隊の幹部らが並んだ。
　ニコルソン氏らは会見中、事件で命を落とした被害女性に黙とうした。続いて「この事件でわれわれとの関係を分断しないでほしい」「この凶悪行為によって私たちと皆さんの間にくさびを打たないでほしい」などと訴えた。来月１９日には事件に抗議する県民大会が開催される予定で、県民の抗議運動の広がりに焦りを隠さなかった。
　ニコルソン氏は記者会見の直後に翁長雄志知事と電話会談し、基地外の飲酒や深夜外出規制の実施を報告。こうした規制は過去に何度も行われたが、翁長知事は事件を根絶できなかった点を指摘し、沖縄への基地集中の解消や、米軍にさまざまな特権を認めた地位協定見直しを含む抜本的な解決を求めた。
　だが日米両政府は事件後早々に、地位協定の改定に否定的な見方を示し、県が「基地負担の固定化につながる」と反対する普天間飛行場の辺野古移設も推進する方針を表明している。
　在沖米軍はトップによる異例の記者会見と３０日の自粛期間で外形的な「誠意」（翁長知事）は見せたものの、今後約５万人に上る米軍関係者による事件・事故が根絶できるのか、具体的な方策は示されていない。現段階で県が求めるハードルとは懸け離れた状況で、沖縄側との緊張関係が解消されるめどはない。（島袋良太）
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　元海兵隊員の軍属の男による女性遺体遺棄事件で、在沖米軍トップのローレンス・ニコルソン四軍調整官（沖縄地域調整官）は２８日午前、北中城村のキャンプ瑞慶覧で記者会見を開いた。再発防止策について、具体案を出さなかったが、翁長雄志知事と同１０時から電話会談することを明らかにし、「県や市町村から提案があれば検討する」と述べ、地元自治体と再発防止策を協議する意向を示した。 
　ニコルソン氏は「寄り添い、哀悼する期間」として、沖縄に駐留するすべての米軍人、軍属、その家族に２７日から約１カ月間、基地内居住者には基地外での飲酒、基地外居住者には基地内や自宅以外での飲酒を禁止する措置などを講じたと発表した。 
　その上で、「罰するためのものではなく、犠牲者やその家族に深く思いをはせ、沖縄の住人としての責任を再認識するもの」「若い兵士には何のための期間か、私自ら質問していく」などと説明した。 
　米軍がらみの事件・事故を受け、在沖米四軍調整官の沖縄メディアを対象とする記者会見は異例。ニコルソン氏は「沖縄の地域と分断されたくない。沖縄の地域と対話するために今後も記者会見を開きたい」と語った。ジョエル・エレンライク在沖総領事のほか、各軍や施設の司令官が出席した。
